


















Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成17年度）

前年度
（平成16年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

　　員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

注：「非常勤役職員等給与」においては、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される

　　職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「１２．役

（△１．５）6,004,563 6,099,007 △ 94,444
最広義人件費

（△１．５） △ 94,444

（△０．５）

（１０．７） 61,38961,389 （１０．７）

△ 2,730（△０．５）

非常勤役職員等給与

△ 118,049 （△２．６）

（△８．２）△ 35,054428,480 △ 35,054 （△８．２）

626,891 565,502

393,426

区　　分

（△２．６） △ 118,049

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減比較増△減

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額
4,422,803 4,540,852

561,443 564,173 △ 2,730
福利厚生費

①最広義人件費の対前年度比△94,444千円について

　主な増減要因として教員の採用の遅れにより欠員数が増加したことに伴い、給与、報酬等支給額

が減少したことが挙げられる。

②「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組状況について

　ⅰ）中期目標において「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された

　　 　総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取り組みを行うこととしている。

　ⅱ）（１）中期計画において設定した削減目標

　　　　　総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

③その他参考となる事項

　　　基準年度（平成１７年度）の「給与、報酬等支給総額」及び「人件費予算相当額」　はそれぞれ

　　　4,422,803千円及び 4,770,696千円である。

　　　（２）給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　　　　じた、給与水準の引き下げ、地域手当の支給、中高年齢層給与の抑制、勤務実績に応じた

　　　　昇給制度の導入、賞与への勤務実績の反映の拡大等を導入することとしている。

　　　　　平成18年4月1日付けで給与規程の改正を行い、平成18年度以降、国家公務員制度に準




